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令和元年度 厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 

「畜産食品の生物学的ハザードとそのリスクを低減するための研究」 

 

分担研究報告書 

「高圧処理による鶏肉及び内臓肉中の細菌の不活化に関する検討」 

 

分担研究者 岡田由美子  国立医薬品食品衛生研究所 食品衛生管理部 

研究協力者 鈴木穂高    茨城大学農学部 

研究協力者 西海理之   新潟大学農学部 

研究協力者 筒浦さとみ  新潟大学研究推進機構 

研究協力者 Maksimenko Anastasiia 新潟大学農学部 

研究協力者 北條有紗   新潟大学農学部 

研究協力者 王 偉童   新潟大学農学部 

 

研究要旨：近年我が国で最も事件数及び患者数の多い細菌性食中毒はカンピロバク
ターによるものであり、その原因食品として加熱不十分あるいは、生の鶏肉が挙げ
られている。また、鶏肉（内臓肉を含む）にはサルモネラ属菌による汚染も知られ
ており、鶏肉による食中毒を防止するため、鶏肉を汚染する食中毒菌の低減手法を
確立することが強く求められている。本研究では、非加熱殺菌法の１つである高圧
殺菌法を用いて、鶏のモモ肉、ムネ肉、砂肝及びハツ（心臓）中の細菌の低減につ
いて検討した。高圧処理による肉質変化の検討のため、100 MPa から 500 MPa で 10
分間の高圧処理を行ったところ、4 部位すべてにおいて色調の明るさ（L 値）及び
黄色み（b 値）が増す傾向が見られた。モモ肉及びムネ肉は圧力依存性に硬度が増
す傾向が見られたが、砂肝及びハツの硬さは高圧処理によって変わらないことが示
された。大きな肉質変化が認められなかった最大圧力である 300 MPa で処理した場
合の一般細菌数は、0.025～0.925 logCFU/g、大腸菌群は 2.462～2.663 logCFU/g、
腸内細菌科菌群は 1.519～3.633 logCFU/g、の範囲で低減を示した。また、一般細
菌の測定は公定法（寒天培地の混釈培養）を用いた結果と簡易培地の結果に差は認
められなかった。サルモネラ及びカンピロバクターは、高圧処理前のモモ肉、ムネ
肉及び砂肝から分離されたが、高圧処理後にはモモ肉から、カンピロバクターが定
性法でのみ検出された。以上の結果から、肉質変化が比較的少ない 300 MPa で 10
分間の高圧処理により、鶏肉中の菌数低減が可能であった。一方で、一部検体にお
いてカンピロバクターの生残が見られたため、次年度ではサルモネラ及びカンピロ
バクターの低減効果の定量的データの収集を含め、更なる検証が必要と考えられ
た。 

Ａ. 研究目的 

 近年、我が国の細菌性食中毒の中では、

カンピロバクターを原因菌とするものが最

も多い事件数となっている。原因食品が判

明した事例では、原因食品として鶏肉が多

く挙げられている。市販鶏肉におけるカン

ピロバクターの汚染率は平成26年の調査で、

モモ肉が42％、ムネ肉が40％と高率であり、
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カンピロバクター食中毒の発生を減らすに

は、鶏肉の汚染低減が重要である。しかし

ながら、カンピロバクターは鶏肉及び内臓

肉の表面のみならず内部にも存在している

ことがあり、食鳥処理における衛生管理の

向上のみでは、汚染率の低減は困難と思わ

れる。本来カンピロバクターをはじめとす

る食中毒菌は、加熱により死滅するもので

あるが、加熱不十分な場合、菌が残存する

ことがあり、実際、加熱不十分な鶏肉の喫

食による食中毒事例がしばしば報告されて

いる。更に、日本国民の生食嗜好により、

鶏肉やその内臓肉を鳥刺し等による生食、

あるいは鶏たたき、焼き鳥等表面のみの加

熱で喫食することによる食中毒事例も多発

している。鶏肉の喫食による食中毒発生を

減少させるためには、これらの病原菌に対

し加熱によらない殺菌を行い、感染リスク

の低減を図る必要がある。 

現在、非加熱殺菌法には消毒薬等による

殺菌、ガンマ線等の放射線照射、高電圧パ

ルス、パルス光、ガス置換等があるが、な

かでも静水圧を利用した高圧処理は、食品

の香り、色、風味が保持されるとして、近

年注目を集めている。今年度は、モモ肉、

ムネ肉、砂肝及びハツを用いて100 MPa か

ら500 MPaの圧力による高圧処理を行い、そ

の肉質変化を検討すると共に、肉質変化の

少ない圧力条件による、これら4部位におけ

る一般細菌、衛生指標菌及び食中毒菌の菌

数低減効果について検討した。 

 

 

Ｂ. 研究方法 

1． 検体 

 高圧処理の細菌低減実験に用いるモモ肉、

ムネ肉、砂肝及びハツは、東京都内及び新

潟市内の鶏肉専門店で購入し、冷蔵状態で

運搬後、5時間以内に実験に供した。高圧処

理による肉質変化の検討に用いるモモ肉及

びムネ肉は、筋線維の方向が同一になるよ

うに3×3×1 cmの大きさに切断した。砂肝

は筋膜を除去してから半割にし、ハツは半

割にして血餅を除去した。菌数低減効果の

検討に用いる検体は、滅菌済みの器具を用

いて10 g片に切断した。切断後の検体は、

高圧処理用袋に入れて密封したのち、水と

共に外袋に密封して二重包装とした。 

 

2． 高圧処理 

 二重包装済みの検体をDr. CHEF （神戸製

鋼所）を用いて、100、200、300、400及び

500 MPaで10分間の高圧処理を行った。処理

温度は、設定圧力到達時の温度が約25 ℃と

なるように設定した。 

 

3． 菌数測定 

 検体10 gに90 mlの滅菌リン酸緩衝液（PBS、

メルク）を加えてストマッカー処理を行い、

10倍乳剤を作成した。また、必要に応じて

PBSを用いて10倍階段希釈液を作成した。一

般細菌数の測定は、Plate Count Agar（ベ

クトンディッキンソン）平板を用いた塗抹

培養と並行して、簡易培地としてペトリフ

ィルムACプレート(3M)を用い、35 ℃で24

時間培養を行った。腸内細菌科菌群の測定

にはペトリフィルムEBプレート(3M)、大腸

菌群の測定にはペトリフィルムCCプレート

(3M)を用い、製品に規定された条件で培養

した。サルモネラ属菌の定量試験は、10倍

乳剤100 μlをXLD寒天培地（オキソイド）

及びCHROMagarサルモネラ（CHROMagar）に
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塗布し、24時間後の定型集落数を計測し、

確認培養後に集落数を確定した。サルモネ

ラ属菌の定性試験は、ISO 6579-1：2017に

基づき、10倍乳剤を37 ℃で18時間培養後に

その一部をRappaport-Vasiliadis (RV)培

地（オキソイド）及びMuller-Kaufman 

Tetrathiocyanate (MkTTn)培地（メルク）

に接種して、所定の温度及び時間の培養を

行った。その後、XLD寒天培地及びCHROMagar

サルモネラに塗布し、24時間後の定型集落

の有無を確認し、定型集落の確認培養後に

結果を判定した。カンピロバクターの定量

試験は、10倍乳剤100 μlをCCDA寒天（SEL）

培地（関東化学）、CCDA寒天（OX）培地（オ

キソイド）及びmCCDAクリアーHT寒天培地

（ベクトンディッキンソン）に塗布し、48

時間後の定型集落数を計測し、確認培養後

に集落数を確定した。カンピロバクターの

定性試験は、ISO 10272-1:2017を一部改変

し、10倍乳剤1.5 mlをボルトン培地（オキ

ソイド）13.5 ml に接種し、37 ℃で4時間

培養後に41.5℃で44時間培養した。培養液1

白金耳を上記の寒天培地に塗布し、微好気

条件において41.5 ℃で48時間培養した。 

 

4． 色調及び硬度 

 未処理及び高圧処理を行った検体につい

て、色差計（コニカミノルタ）を用いて色

調を、レオメーターTP－10（ヤマデン）を

用いて硬度を計測した。 

 

 

Ｃ. 結果 

1. 高圧処理が鶏肉及び内臓肉の肉質変化

に及ぼす影響 

 100、200、300、400及び500 MPaの圧力で

10分間処理したモモ肉、ムネ肉、砂肝及び

ハツについて、色調と硬度の変化を測定し

た（図1、2、3及び4）。その結果、4部位す

べてにおいて色調の明るさの指標であるL

値及び黄色みの指標であるb値が増す傾向

が見られた。モモ肉及びムネ肉では、赤み

の指標であるa値には高圧処理による大き

な変化は見られなかったものの、砂肝及び

ハツでは、圧力依存性なa値の上昇傾向が見

られた。肉眼的観察では、いずれの部位も、

300 MPaの処理により肉色に白濁がみられ、

400 MPa以上の処理で、その傾向がより顕著

であった（図1－3及び4）。 

硬度の指標である最大破断点の荷重（N

値）はムネ肉の未処理検体では9.855 Nであ

ったが、500 MPaでの処理後は17.738 Nとな

り、硬化傾向を示した。同様に、モモ肉のN

値は未処理での10.959 Nから500 MPaでの処

理後は17.585 Nとなり、モモ肉及びムネ肉

は圧力依存性に硬度が増す傾向が見られた。

一方、砂肝及びハツの硬さは高圧処理によ

って大きく変わらないことが示された（図1

－1及び2）。 

 

2． 高圧処理の鶏肉及び内臓肉に対する一

般細菌の低減効果 

 モモ肉、ムネ肉、砂肝及びハツを自然汚

染している一般細菌に対する、高圧処理の

菌数低減効果を調べた（図5）。処理圧力に

は、肉質変化が許容範囲と考えられた最大

圧力である300 MPaを用いた。高圧処理の結

果、ムネ肉中の一般細菌数は0.025 log 

CFU/g、モモ肉では0.915 log CFU/g 、砂肝

では0.875 log CFU/g 、ハツでは0.925 log 

CFU/g低減していた。簡易培地を用いた場合

の一般細菌数を混釈培養の結果と比較した
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ところ、いずれの部位でも結果の差は±0.5 

log CFU/g以内であり、ほぼ同等であると考

えられた。 

 

3． 高圧処理の鶏肉及び内臓肉に対する衛

生指標菌の低減効果 

 モモ肉、ムネ肉、砂肝及びハツを自然汚

染している大腸菌と腸内細菌科菌群に対す

る、高圧処理の菌数低減効果を調べた（図6）。

300 MPaで10分間の高圧処理の結果、ムネ肉

中の大腸菌群菌数は2.462 log CFU/g、モモ

肉では2.663 log CFU/g 、砂肝では2.663 log 

CFU/g 、ハツでは2.643 log CFU/g低減して

いた。腸内細菌科菌群は、ムネ肉で1.519 

log CFU/g 、モモ肉で1.653 log CFU/g 、

砂肝で3.633 log CFU/g 、ハツで3.230 lo 

gCFU/g 低減していた。大腸菌群は4部位す

べてで高圧処理により検出限界未満となっ

たが、腸内細菌科菌群はモモ肉及びムネ肉

で高圧処理後も菌が検出された。 

 

4． 高圧処理の鶏肉及び内臓肉に対する食

中毒菌の低減効果 

 モモ肉、ムネ肉、砂肝及びハツを自然汚

染しているサルモネラ属菌とカンピロバク

ターに対する、高圧処理の菌数低減効果を

調べた（表1）。高圧処理前のムネ肉、モモ

肉及び砂肝からサルモネラ属菌及びカンピ

ロバクターが分離されたが、300 MPaで10

分間の高圧処理の結果、ムネ肉、モモ肉及

び砂肝はサルモネラ属菌が陰性となった。 

カンピロバクターについては、ムネ肉及び

砂肝で高圧処理後に陰性となったが、モモ

肉では一部検体から増菌培養後に検出され

た。 

 

 

Ｄ. 考察 

モモ肉、ムネ肉、砂肝及びハツの4部位に

100から500 MPaで10分間の高圧処理を行っ

たところ、4部位すべてにおいて圧力依存性

に明るさを示すL値の上昇傾向がみられ、肉

眼的にも白濁していた。牛肝臓を対象とし

た先行研究では、大腸菌に対する菌数低減

効果は200 MPaで10分間の高圧処理では見

られず、300 MPa以上で観察されており、今

年度の検討は鶏肉の4部位にある程度の肉

質変化を起こすものの、比較的変化が抑え

られており、菌数低減効果が期待される300 

MPaで10分間の高圧条件による一般細菌、衛

生指標菌及び食中毒菌に対する低減効果に

ついて調べた。その結果、グラム陰性菌で

ある腸内細菌科菌群及び大腸菌群について

は2 log CFU/g前後の大幅な菌数低減効果が

認められた。一方、これらに加えバチルス

属等のグラム陽性菌を多く含むと思われる

一般細菌については、1 log CFU/g前後の低

減にとどまった。食中毒菌であるカンピロ

バクター及びサルモネラ属菌については、

今回の処理条件でほとんどの検体において

定性法の検出限界未満となったが、モモ肉

のみ高圧処理後にも定性法でカンピロバク

ターの分離がみられた。このことから、鶏

肉及び内臓肉について肉質の変化を抑制し

つつ、自然汚染の食中毒菌を検出限界未満

まで低減させるためには、処理圧力を変え

ることなく、高圧処理時間の延長、高圧処

理温度の変更等の組み合わせを検討する必

要があると思われた。次年度は、これらの

検討を実施する予定である。 
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Ｅ. 結論 

高圧処理が、モモ肉、ムネ肉、砂肝及びハ

ツの肉質変化に与える影響と、それら検体

に存在する微生物の低減効果を検討したと

ころ、モモ肉及びムネ肉では圧力依存性に

肉色が白化及び黄化する傾向及び肉が硬化

する傾向が見られた。一方、砂肝及びハツ

では、高圧処理による色調及び硬度の変化

が限定的であることが示された。肉質変化

が比較的少ない300 MPaで10分間の高圧処

理により、鶏肉及び内臓肉中の菌数低減が

可能であった。また、一般細菌数の検討に、

平板塗抹と同様に簡易培地を用いることが

可能であった。高圧処理後の一部検体にお

いてカンピロバクターの生残が見られたた

め、高圧処理時間の延長、高圧処理温度の

変更等により、低減効果をより高める必要

があると思われた。 

 

 

Ｆ. 健康危機情報 

なし 

 

 

Ｇ. 研究発表 

なし 

  

 

Ｈ. 知的財産権の出願、登録状況 

なし 
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